
第２号様式 

出店計画説明会開催結果報告書 

 

平成 25年 12月 20日 

広島市長 様 

                             幸陽船渠株式会社 

                             代表取締役社長  檜垣 俊幸 

                             広島県三原市幸崎能地二丁目 1番 1号 

 

 広島市大規模小売店舗地域貢献ガイドライン第２の１の(5)のアの(ｴ)に基づき、下記のとおり

報告します。 

記 

１ 大規模小売店舗の名称 信和広島ビル 

２ 大規模小売店舗の所在地 広島市中区紙屋町二丁目 2番 10 

３ 周知方法 

周知方法：平成 25年 12月 12日（木）の日刊新聞紙 5紙（中国･

朝日･読売･毎日･日経新聞）に案内チラシの折り込みに

よる。 

周知範囲：当該店舗から半径 1㎞の範囲 

４ 開催日時 平成 25年 12月 19日（木）18時 00分～18時 15分 

５ 開催場所 
広島市まちづくり市民交流プラザ 北棟 5階 研修室 C 

（広島市中区袋町 6番 36号） 

６ 説明者 
株式会社セイビ大阪 広島営業所 所長 長谷川 惠一  

株式会社成研    開発部      児玉 将典 

７ 出席者数 0名 

８ 議事の概要 なし（出席者がなかったため） 

９ 陳述意見及び回答 なし（出席者がなかったため） 

 

問い合わせ先 担当者名： 株式会社セイビ大阪  広島営業所 所長 長谷川 惠一 

TEL：（082）245-4769  FAX：（082）245-4771 

E-mail：k.hasegawa@seibi-osaka.co.jp  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜広告折込範囲＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜折込部数内訳＞ 

 

折込新聞 折込部数 

中国新聞 12,700 

朝日新聞  2,000 

読売新聞  2,200 

毎日新聞   800 

日経新聞  3,800 

計 21,500 

 

 

 

 

 

 

 

１㎞圏

計画地



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拝啓 地域の皆様におかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 この度、紙屋町二丁目の「信和広島ビル」内のテナント「ソフマップ広島店」において、サービス

フロアから売場への用途変更を計画するに伴い、同ビルテナントの「洋服の青山紙屋町店」を含めた

建物全体の小売施設の面積が１，０００㎡を超えることとなるため、「広島市大規模小売店舗地域貢献

ガイドライン」の規定に基づき、平成２５年１１月２１日に広島市へ出店計画書を提出いたしました。 

 つきましては、同ガイドラインの規定に基づく説明会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内

申し上げます。 

敬 具 

 

■この説明会に関するお問い合せ先■ 

株式会社 成 研 

ＴＥＬ ０８２－５４３－５５５１  担当：児玉 

広島市中区袋町４番１４号 ヤマガタローズビル４Ｆ 

説明会の日時・場所 

出店計画の概要 

広島市大規模小売店舗地域貢献ガイドラインに基づく 

「信和広島ビル」出店計画説明会開催のご案内 

【日 時】 

平成２５年１２月１９日（木） 

午後６時００分～ 

【場 所】 

広島市まちづくり市民交流プラザ 

 北棟 ５階 研修室Ｃ 
（広島市中区袋町６番３６号） 

会場には駐車場はありませんのでご了承ください。 

店 舗 名 称  信和広島ビル 

店 舗 所 在 地 広島市中区紙屋町二丁目２番１０ 

店 舗 設 置 者 

代 表 者 ・ 住 所  

幸陽船渠株式会社 代表取締役社長 檜垣 俊幸 

広島県三原市幸崎能地二丁目 1 番 1 号 

建物の構造・階数 鉄骨造地下１階地上１０階 

店 舗 面 積  １，２３７㎡ 

併 設 施 設  事務所 

主な小売業者（業種） 
株式会社ソフマップ（コンピューター関連販売） 

青山商事株式会社（衣料品店） 

営 業 時 間  午前１０時～午後９時 

駐 車 台 数  ３１台（うち店舗来客用７台） 

開店(拡張)予定日 平成２６年１０月 

※既存建物内部の用途変更（サービスフロア→売場）による大規模小売店舗の新設のため、 

新たに建物を新築する計画ではありません。 

 




